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平成28 年司法試験「刑法」 

 

第１ 乙の罪責 

１ 住居侵入罪（１３０条） 

１３０条の保護法益は、住居等に他人の立ち入りを認めるか否かの自由である。本件で

は、乙はＶの意思に反しＶ宅に侵入している。したがって、乙に同罪が成立する。 

２ 強盗致死罪（２４０条） 

同条が成立するためには、相手方の反抗を抑圧する程度の「暴行」（２３６条１項）が必

要となる。本件では、乙は金庫の中の金を奪う目的で、Ｖの顔面を足蹴し、また、ナイフ

でＶの足を刺した。これらの行為はＶの反抗を抑圧する程度の「暴行」といえる。そして、

乙は「他人の財物」であるＶの金を奪ったから「強取」が認められる。したがって、乙の

行為は「強盗」であるといえる。 

そして、乙のＶの顔面への足蹴が原因でＶは死亡した。同条における死傷の結果は、強

盗の手段のみならず、その機会になされた暴行から生じたもので足りる。そして、強盗の

機会とは、強盗行為と密接関連性を有する行為により生じた死傷について認められる。 

本件では、乙は金庫の場所を聞き出すために足蹴をしたのであるから、足蹴は強盗と密

接関連性を有する行為であるといえる。したがって、足蹴は強盗の機会になされた行為と

いえ、乙に強盗致死罪が成立する。 

３ 以上のように、乙には住居侵入罪及び強盗致死罪が成立し、両罪は手段・結果の関係

にあるので、牽連犯（５４条１項後段）となる。 

第２ 甲の罪責 

１ 共謀共同正犯 

甲は、乙にＶへの強盗を指示したが、甲は実行行為を分担していない。そこで、実行行

為を分担にない者にも共謀共同正犯（６０条）が成立するかがまず問題となる。 

６０条が「すべて正犯とする」として一部実行全部責任の原則を定めた根拠は、共同者

間の相互利用補充関係にある。そして、実行を分担しない者であっても犯行全体に重要な

影響を及ぼした場合には、相互利用補充関係が認められる。したがって、その場合には共

謀共同正犯が認められる。そして、「共謀」とは、①意思連絡と②正犯意思がある場合をい

う。 

本件では、甲は、自らＶへの強盗を計画し、暴力団の組長に次ぐ地位を利用し乙に対し

て強盗の具体的指示を出した。そして、事前に強盗の備品購入のための資金３万円を渡し

ていることから、乙との意思連絡が認められる（①充足）。そして、Ｖへの強盗により得た

金は、甲が組長へ納める金の工面のためであるから、本件は甲のために計画された犯行と

いうことができる（②充足）。したがって、甲に「共謀」は認められる。 

もっとも、甲は、乙が犯行に着手する前に犯行の中止を命じ、そして乙から虚偽の事後

u854137d
タイプライタ
2



2 

 

報告を受けた。そこで、甲に共犯からの離脱が認められるかが問題となる。 

共犯の処罰根拠は相互利用補充関係による法益侵害の危険の因果性の惹起にある。そこ

で、離脱者が、法益侵害の危険性の物理的・心理的因果を断ち切ったといえる場合には、

共犯からの離脱が認められると解する。 

本件では、暴力団内の強い立場を利用し乙に犯行を命じ、乙も「分かりました」と承諾

した。暴力団内では上司からの命令は絶対であるということから、甲の犯行の決意は固か

ったといえる。すなわち、犯行への心理的因果は相当強いものであったといえる。甲の中

止命令があっても、犯行指示の具体性から、甲の心理的因果は遮断されず乙は犯行を断念

できなかった。 

その上、甲は乙に資金を提供し備品の購入も命じており、現にナイフ、開錠道具、かば

んを購入し、物理的因果も強かった。甲は乙に犯行の中止を命じたが、道具は甲の中止命

令後も、乙は所持しているのであるから物理的因果は遮断されたとはいえない。 

以上のように、甲の犯行中止命令によって、犯行への物理的・心理的因果を断ち切った

とはいえない。したがって、甲の共犯からの離脱は認められない。 

２ 住居侵入罪 

甲の指示により、乙はＶ宅に侵入した。したがって、甲に住居侵入罪の共謀共同正犯が

成立する。 

３ 強盗致死罪 

（１） 甲の指示により、乙はＶを強盗した。もっとも、甲はＶをナイフで脅して金員を

奪うよう指示した。しかし、甲はナイフでＶを刺したり、顔面を足蹴したりしてＶの反抗

を抑圧した。そこで、強盗の手段につき甲に錯誤があることから、故意に欠けるかが問題

となる。 

故意責任の本質は、反規範的人格態度に対する非難にある。そして、規範は構成要件に

よって与えられている。したがって、同一構成要件間に錯誤があっても規範は与えられて

いるから非難可能であり、故意は阻却されない。本件では、甲は脅迫の意図で乙に指示を

与え、乙はナイフで刺したり足蹴したり暴行を加えた。いずれも強盗罪の同一構成要件内

の行為であるから、甲の錯誤は故意を阻却しない。したがって、甲には強盗罪の共謀共同

正犯が成立する。 

（２） もっとも、甲は乙を脅して強盗を命じたのであり、死亡させることは想定してい

なかった。そこで、致死結果についても甲は責任を負うかが問題となる。 

２４０条のような結果的加重犯は、基本犯自体に結果発生の高度の危険性が含まれてお

り、基本犯との間に因果関係がある結果についても責任を負わせるものである。したがっ

て、基本犯について共同正犯が成立する場合、共犯はその結果の責任を負うべきと解する。 

本件では、甲は強盗という基本犯を乙に指示しているのであるから、乙のＶへの致死結

果についても責任を負う。したがって、甲にも強盗致死罪の共謀共同正犯が成立する。 
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４ 以上のように、甲には住居侵入罪及び強盗致死罪の共謀共同正犯が成立し、両罪は手

段・結果の関係にあるので、牽連犯（５４条１項後段）となる。 

第３ 丙の罪責 

１ 住居侵入罪 

丙は、Ｖの合理的な意思に反し、Ｖ宅に侵入しているので、丙に住居侵入罪が成立する。 

２ 強盗罪 

（１） 丙は乙のＶへの暴行後に、５００万円をかばんにいれる等の犯行に加わった。し

かし、丙自身はＶの反抗を抑圧していない。そこで、丙に強盗罪の承継的共同正犯が成立

するか。 

共同正犯の処罰根拠は、共犯者間の相互利用補充関係にある。そして、共犯者が抑圧状

態を自己の犯行として積極的に利用して加功したといえる場合には、共犯者間に相互利用

補充関係が認められ、承継的共同正犯が成立すると解する。 

本件では、丙は自らの用事をが済んだ後、Ｖから奪った金員の分け前を期待して、犯行

に加わった。そして、乙の暴行によりＶが身動きできないことを十分に認識した上で、金

員をカバンに入れた。したがって、丙は、Ｖの身体が不自由な状態を利用し、自らの分け

前を期待している点で、自己の犯罪を積極的に実現しようと乙に加功したといえる。した

がって、丙に強盗罪の承継的共同正犯が成立する。 

（２） では、Ｖの致死結果についても、丙は責任を負うか。 

結果的加重犯は、基本犯に結果発生の高度な危険性が含まれることから、結果について

責任を負わせる規定である。したがって、基本犯について利用補充関係が認められる場合、

共犯者も結果について責任を負うべきである。 

本件では、丙は基本犯である強盗罪について加功した。したがって、丙は強盗致死罪に

ついての責任も負う。 

（３） なお、丙の存在をＶは認識していない。しかし、Ｖの反抗抑圧状態を丙は利用し

犯行に加わったのであるから、Ｖの共犯者の認識の有無は犯罪成立を左右しない。 

（４） また、甲は丙との間で共謀はない。しかし、甲から乙、乙から丙へと順次共謀が

成立しており、相互に利用補充関係が認められる。 

３ 以上のように、丙には乙との間で住居侵入罪及び強盗致死罪の共同正犯が成立し、両

罪は手段・結果の関係にあるので、牽連犯（５４条１項後段）となる。 

第４ 丁の罪責 

１ 住居侵入罪 

丁は、Ｖの合理的な意思に反し、Ｖ宅に侵入しているので、丙に住居侵入罪が成立する。 

２ キャッシュカードの窃盗罪 

また、丁はＶ宅でキャッシュカードを窃取した。キャッシュカードは、銀行の預金口座

から金員を引き出すことが可能となり、「他人の財物」といえる。したがって、丁には窃盗
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罪（２３５条）が成立する。 

３ ２項強盗罪 

丁は、Ｖから暗証番号を聞き出した。この行為について強盗罪（２３６条２項）が成立

するか。 

まず、キャッシュカードの暗証番号が財産上の利益といえるかが問題となる。暗証番号

は、それさえ知り得れば、確実に銀行の預金口座から金員を引き出すことが可能となる。

したがって、キャッシュカードの暗証番号は財産上の利益といえる。 

もっとも、丁は乙の暴行によるＶの反抗抑圧状態を利用して暗証番号を聞き出した。そ

こで、丁に暴行・脅迫が認められるかが問題となる。 

強盗罪には１７８条のような拒抗不能状態を利用した場合の規定はない。したがって、

他者の行為によって拒抗不能になった場合、原則として強盗罪は成立しない。しかし、さ

さいな言動であっても、反抗抑圧状態を維持しうるものであれば、新たな暴行・脅迫があ

ったものと評価することはできる。 

本件では、丁は強い口調で暗証番号を聞き出した。この口調によりＶはまた暴行を加え

られるかもしれないと強い恐怖心を持ったのであるから、丁の反抗抑圧状態は維持された

といえ、すなわち丁による新たな暴行・脅迫があったといえる。したがって、丁に２項強

盗罪が成立する。 

４ 住居侵入罪 

丁は、Ｘ銀行の合理的な意思に反し、Ｘ銀行Ｙ支店に侵入しているので、丁に住居侵入

罪が成立する。 

５ 窃盗罪 

丁はＸ銀行Ｙ支店のＡＴＭで現金１万円を引き出した。口座名義人であるＶでなければ

銀行は引き出しを認めないのであるから、銀行に対する窃盗罪が成立する。 

６ 以上のように、丁には住居侵入罪及び２項強盗罪が成立し、両罪は手段・結果の関係

にあるので、牽連犯（５４条１項後段）となる。また、銀行への住居侵入罪と窃盗罪が成

立し両罪も牽連犯となる。そして、前者と後者は併合罪（４５条）となる。 

以上（全８頁） 
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第一、乙の罪責 

１、乙が V 方に入った行為 

(1)、乙は、「住居」(刑法(以下、法令名略)130 条)に、V に無断で立ち入ることにより「侵入」した。 

(2)、下記の強盗致死罪(240 条)も同様であるが、乙は甲の指示の下この行為を行っている。それ故、乙が

正犯であるか幇助犯(62 条 1 項)であるか問題となる。 

 正犯か幇助犯かは、正犯の故意を有するか否かにより判断する。 

 乙は甲から V 方侵入及び強盗の指示を受けたとき、指示に従うことにちゅうちょに覚えた。しかし、

分け前もほしいと考え、自己の利益のために積極的にこの行為をしている。したがって、乙には、正犯の

故意がある。 

 以上より、乙のこの行為には、住居侵入罪(130 条)が成立する。下記の通り、これは甲との共同正犯(刑

法 60 条)である。 

２、乙が丙とともに 500 万円をかばんの中に入れた行為 

 乙は、丙とともに、V 方金庫の中にあった 500 万円をカバン中に入れている。この行為について、乙

に強盗致死罪が成立するか否かを検討する。 

(1)、「暴行又は脅迫」(236 条 1 項、240 条) 

 強盗における「暴行又は脅迫」とは、人の反抗を抑圧するに足る暴行または害悪の告知をいう。 

 乙は、午前 2 時ころ、V 方寝室において V に対し、ナイフを顔面付近につきつけた。その後、V の頭

を数回けり、V の右ふくらはぎをナイフで 1 回刺した。 

 午前 2 時は深夜であり、周囲は暗く、V 方部屋も暗かった。V は直前まで寝ており、起きた直後に顔面

にナイフを突きつけられている。V にとってこれは突然の出来事であり、V は逃げ場を失った。そして、

乙は、23 歳男性で若く勢いがある。ナイフは刃体の長さが約 10 センチメートルであり、刺されば深く傷

つけることが容易に予測できる。V はこのようなナイフを直ぐに認識できる眼前に置かれたのである。

乙の「怪我をしたくなければ」という文言からも、ナイフで傷つけられることが V は予測できた。以上

の点に鑑みれば、乙の行為に対して V が強い恐怖を覚えることは客観的に明らかである。乙のナイフを

突きつける行為は、V の反抗を抑圧するに足る害悪の告知である。 

 また、乙が V の頭という枢要部を数回殴ることは暴行の程度として強度である。右ふくらはぎをナイ

フで刺す行為は、V に激しい痛みを与える暴行である。そうすると、乙のこれらの行為は、V の反抗を抑

圧するに足る暴行である。 

 よって、乙は、V を「暴行又は脅迫」した。 

(2)、「強取」等 

 金庫の中の 500 万円は、V の所有物であるから、「他人の財物」にあたる。 

 「強取」とは、暴行脅迫に基づき、他人の財物を自己または第三者の占有下に移転させることをいう。 

 乙は、暴行脅迫により V から聞き出した金庫の中に 500 万円があるという情報に基づき、金庫から 500

万円を取り出した。そして、乙は、丙とともに、500 万円をかばんの中にいれ自己及び第三者たる丙の占

有下に移した。 
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 したがって、乙は、500 万円を「強取」した。 

(3)、「死亡」 

 V は、午前 5 時ころ、乙に顔面を蹴られたことによる脳内出血が原因で「死亡」した。 

 以上より、乙のこの行為には、強盗致死罪が成立する。下記の通り、これは甲と共同正犯となり、丙と

窃盗罪(235 条)の限度で共同正犯となる。 

３、罪数 

 乙の行為には、住居侵入罪、強盗致死罪が成立する。前者は後者の「手段」(54 条 1 項)であるから、両

者は牽連犯(54 条 1 項)となる。 

第二、甲の罪責 

１、共謀共同正犯 

 上述の乙の行為は、甲の指示がきっかけで行われている。それ故、乙の住居侵入、強盗致死について甲

が共謀共同正犯とならないか検討する。 

 共同正犯の処罰根拠は、共犯者が相互利用補充関係の下で法益侵害結果を発生させたとき、共犯者は

結果に対する因果性を有する点にある。そうすると、犯罪の共謀にのみ参加した共謀者も、結果に対する

共犯者と同等の因果性が認められうる。したがって、①共謀②重要な寄与③正犯意思④共犯者の共謀に

基づく犯罪実行があれば、共謀者も共謀共同正犯として罪責を負う。 

(1)、①共謀 

 甲は、9 月 1 日、乙に対し、「実は……V の家に押し入って、V をナイフで脅して、その現金を奪って

来い」と指示した。これは、甲が乙に対し V 住居侵入、V 強盗の指示である。これに対し、乙は、「分か

りました」といい、了承した。 

 したがって、甲と乙には、V 住居侵入、V 強盗の共謀がある。 

(2)、②重要な寄与 

 乙は、甲の配下にある。甲は暴力団組織で組長に次ぐ立場にあり、絶大な影響力がある。そして、暴力

団組織は上下関係が絶対であるから、甲の指示に乙が従うことは通常である。また、甲の指示は、具体的

であり、乙の犯罪実行を容易にしている。甲は、準備のために 3 万円を渡し、乙の犯罪実行の援助をして

いる。 

 そうすると、甲は、乙の犯罪実行に重大な影響を与えており、重要な寄与があったといえる。 

(3)、③正犯意思 

 甲は、組長の指示をこなすため、積極的に乙に犯罪実行の指示を出した。これは、甲が自己の利益のた

めにしたものといえる。 

 そうすると、甲は、自己の犯罪として乙の犯罪を利用する意思があったといえ、正犯意思がある。 

(4)、④共謀に基づく犯罪実行 

 乙は、丙を誘うなど指示と異なることもしていたが、甲の指示に基づき、V 方に侵入し、V 方から 500

万円を強取した。乙の行為は、甲との共謀に基づく。 

 よって、甲は、乙の行為について共謀が成立していた。 

２、共犯の解消 

 もっとも、甲は乙が V 方に侵入する前に「犯行を中止しろ」と促し犯罪実行を阻止しようとしている。

それ故、甲が乙との共犯関係を解消したかを検討しなければならない。 



 上記共同正犯の処罰根拠に照らせば、因果性を遮断すれば、共犯関係の解消が認められる。因果性遮断

については、物理的観点、心理的観点を考慮する。 

 確かに、乙は甲から「犯行を中止しろ」と聞き「分かりました」と了承しており、心理的因果性の観点

から因果性が遮断されているとも思える。しかし、甲は電話の数時間前から組長に犯行中止を命令され

ており、乙に対して電話をかけたり、現場付近に部下を手配したりするなどの措置を取ることができた。

そうであるのに甲は電話がかかるのを待つという受け身的対応をしたにとどまる。また、ナイフ等の道

具を取り戻す手段にも出ていない。そうすると、物理的因果性の観点から、因果性が遮断されたとは言え

ない。このやりとりは乙が住居侵入を行う前になされており実行前にされたものと言えるが、甲が物理

的援助を行っている以上、心理的因果性の遮断をもって、因果性を遮断したといえない。 

 以上より、甲と乙の共犯関係は解消されていない。 

 よって、乙の住居侵入、強盗については、甲に共謀共同正犯が成立するといえる。 

３、V の死亡について 

 V は死亡しており、乙の行為には強盗致死が成立している。では、甲は、強盗致死まで共謀共同正犯と

なるか。検討する。 

 V の死亡は、乙が右ふくらはぎを刺した行為と関係がない。甲は「ナイフで脅して」とまでしか指示し

ておらず、乙が V を蹴った行為も甲の共謀内容の範囲外である。そうすると、甲の共謀は、V の死亡と

因果関係がないように思える。 

 しかし、乙の V を蹴った行為は、強盗の手段としてされた「暴行」であり、強盗の機会にされたもの

といえる。そうすると、甲の共謀と V の死亡は結局因果関係を有する。 

 以上より、甲は、強盗致死まで共謀共同正犯となる。 

４、罪数 

 甲には、住居侵入罪、強盗致死罪が成立する。これも、前者が後者の「手段」であるため、牽連犯とな

る。 

第三、丙の罪責 

１、丙が V 方に入った行為 

 丙は、午前 2 時 20 分、「住居」たる V 方に、V に無断で「侵入」した。したがって、丙のこの行為に

は住居侵入罪が成立する。 

２、乙とともに 500 万円をかばんに入れた行為 

(1)、共犯関係 

 丙は、乙と 6 畳間で「ゆっくり金でも頂くか。」「分かりました。」とのやりとりをした。丙と乙の共犯

関係について検討する。 

 実行共同正犯は、犯罪共同遂行の意思及び共同実行が要件となる。 

 丙は、乙とやりとりし、V の金を盗るという犯罪共同遂行の意思を有していた。この意思は、丙が分け

前のために積極的に犯罪を行うという意思であるから、正犯意思である。そして、丙は乙とともに 500 万

円をかばんに入れ共同実行をした。 

 したがって、丙と乙は、共同正犯の関係にある。 

(2)、窃盗か強盗か 

 丙は、乙による「暴行又は脅迫」には参加していない。丙に成立する犯罪が窃盗か、強盗か検討する。 



 強盗の共犯者がいる場合において、暴行脅迫に因果性を有せず、財物奪取から共犯者が参加した場合

には、窃盗のみが成立すると解する。なぜならば、強盗の保護法益は、財産処分の自由意思と財産権に分

かれるからである。 

乙は、事前に、丙に対して「俺がナイフで脅す。……」との犯罪遂行の提案をされている。しかし、丙

はこれを断った。乙は、「仕方ない。」と考えている。それ故、乙は、丙による心理的影響がなく、V に暴

行脅迫をした。したがって、丙は、乙の V 暴行脅迫について因果性を有しない。 

また、丙は倒れている V を確認したが素通りしている。丙が独自に暴行脅迫したということはない。 

そうすると、丙が、V が倒れていることを利用したとしても、丙は暴行脅迫に因果性を有しない。 

そして、丙は乙とともに 500 万円を V に無断でかばんに入れ占有下に移した。丙は 500 万円を「窃取」

した。 

以上より、丙には、窃盗罪が成立する。窃盗罪の限度で乙と共同正犯となる。 

３、罪数 

 丙には、住居侵入、窃盗が成立する。前者は後者の「手段」であるから、牽連犯となる。 

第四、丁の罪責 

１、丁の V 方侵入 

 丁は、午前 2 時 40 分、「住居」たる V 方に V に無断で立ち入り、「侵入」した。 

 丁のこの行為には、住居侵入罪が成立する。 

２、丁の本件キャッシュカードをポケットに入れた行為 

 本件キャッシュカードは、「他人の財物」である。また、V はポケットという自己の占有下に本件キャ

ッシュカードを入れたことによって占有を移し「窃取」した。 

 丁のこの行為には、窃盗罪が成立する。 

３、丁が V から暗証番号を聞きとった行為 

 丁のこの行為について、2 項強盗(236 条 2 項)の成否を検討する。 

(1)、「暴行または脅迫」 

 「脅迫」とは、人の反抗を抑圧する程度に足る害悪の告知をいう。 

 丁は、V のそばにしゃがみこんで V の顔をにらみつけ、「金庫の中……」といった。確かに、丁の行為

は、凶器も使わない弱いものである。しかし、丁は V が血を流して横たわり抵抗できないことを利用し

てこれをおこなった。丁の行為は、抵抗不能を利用したものであり、客観的に見て人の反抗を抑圧するに

足る害悪の告知である。 

 丁は、「脅迫」した。 

(2)、「財産上不法の利益」 

 銀行預金をいつでも引き出せる地位は、預金を処分できるという経済的利益がある。キャッシュカー

ドの窃盗犯が暗証番号を手に入れれば、この地位を取得できる。そうすると、キャッシュカードの窃盗犯

にとって、暗証番号を手に入れることは、「財産上不法の利益」を得ることに該当する。 

 丁は、本件キャッシュカードの窃盗犯である。丁の脅迫により、V は暗証番号「××××」を手に入れ

た。これにより、丁は V の預金をいつでも引き出せる地位という「財産上不法の利益」を得た。 

 以上より、丁のこの行為には、2 項強盗罪が成立する。 

４、丁が Y 支店に入った行為 



 丁は、「建造物」である X 銀行 Y 支店に入った。Y 支店管理者は、下記窃盗目的である丁の立ち入りを

拒むのが自然である。したがって、丁は、Y 支店管理者の意思に反し、Y 支店に「侵入」した。 

 したがって、丁のこの行為には、建造物侵入罪が成立する。 

５、丁が 1 万円を引き出した行為  

 丁は、「他人の財物」たる 1 万円を、ATM 管理者の意思に反して引き出し「窃取」した。 

 したがって、丁のこの行為には、窃盗罪が成立する。 

６、罪数 

 丁の行為には、①住居侵入、②窃盗、③2 項強盗、④建造物侵入、⑤窃盗が成立する。①と②、①と③

はそれぞれ牽連犯となる。①がかすがいとなり、①②と①③は科刑上一罪となる。④と⑤は牽連犯とな

る。 

以上 
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刑事系科目第１問 

第１．乙の罪責 

１．住居侵入罪（１３０条） 

 乙が「住居」であるＶ方に住居権者であるＶの意思に反して立ち入り「侵入」した行為に

ついて、住居侵入罪となる。 

２．強盗罪（２３６条１項） 

 乙が、Ｖに対して刃体１０ｃｍのナイフを突きつけ、「金庫はどこにある」などといい、

Ｖの顔面を数回けり、右ふくらはぎをナイフで１回刺した行為は、乙が２３歳と若く暴力団

員であること、深夜で助けを呼ぶことは困難であったことにかんがみると、反抗抑圧程度の

有形力の行使といえ、財物奪取に向けられた行為であるから、強盗罪の実行行為としての

「暴行」に当たる。そして、甲は乙とともにＶの「財物」である５００万円についてカバン

に入れてＶ方から出て自己の支配領域に移転しており、「強取」している。よって、乙は強

盗罪となる。 

３．強盗致死罪（２４０条） 

 「死亡させた」といえるためには、死亡の原因となった行為（原因行為）が強盗の機会に

行われたこと、原因行為と致死の結果についての因果関係があることが必要である。本件に

おいて、Ｖの死亡の原因となった行為は、乙から顔面をけられたことであるが、これは乙の

強盗の手段たる行為であるから、強盗の機会に行われたものといえる。また、顔面を数回け

る行為は、脳内出血による死亡結果の現実的危険を有する行為であり、これによってＶが脳

内出血で死亡したことは乙の行為の危険が現実化したものといえる。よって、因果関係も認

められる。 

 よって、乙は強盗致傷罪となる。 

４．罪数 

 強盗罪は強盗致傷罪に吸収され、これと住居侵入罪は牽連犯（５４条１項後段）である。 

第２．丙の罪責 

１．住居侵入罪 

 丙は「住居」であるＶ宅に「侵入」しているため、住居侵入罪となる。 

２．強盗罪の共同正犯（６０条） 

（１）「共同して…実行した」といえるためには、６０条の処罰根拠が相互利用補充関係の

下因果性を及ぼしあって犯罪を実現することである点にかんがみて、①共謀、②正犯意思、

③①に基づく実行行為である、といえる必要がある。 

ア ①共謀 

 丙は事前に乙がＶ宅において強盗を計画していることを知っており、乙に「手伝いますよ」

と申し向けたところ、乙が「分け前はやる」と応じていることから、強盗罪の共同実行につ

いて丙及び乙の間で犯罪の共同遂行の合意たる共謀があったといえる。 

イ ②正犯意思 
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 丙はＶ宅に侵入し、乙とともに金庫内の５００万円を運び出すなど重要な役割を担って

おり、また乙から分け前がもらえるため犯罪の利益が帰属する。よって、丙には自己の犯罪

をして実行する意思たる正犯意思が認められる。 

ウ ③①に基づく実行行為 

 乙及び丙は前記共謀に基づいて金庫から運び出して「強取」しているため、共謀に基づく

実行行為が認められる。 

（２）強盗罪という「犯罪」を実行したといえるか。 

 丙は強盗罪の手段たる暴行を行っていないため、財物奪取行為のみに関与したものに強

盗罪の共同正犯が認められるか、いわゆる承継的共同正犯が問題となる。 

 前述の共同正犯の処罰根拠からすると、自己の関与前の行為については因果性が認めら

れず、原則として共同正犯は成立しない。しかし、例外的に、情を知ったうえで、先行者の

行為及び結果を自己の犯罪遂行の手段として利用したといえる場合には、相互利用補充関

係が認められるため、共同正犯となる。 

 本件において、丙は乙が強盗を計画していることを知りつつ、Ｖ宅に向かい、Ｖが血を流

して床に横たわっているのを見つけたうえで、Ｖは身動きが取れないので簡単に現金を奪

うことができると考えて強盗行為に関与している。よって、乙の強盗行為の結果であるＶの

犯行抑圧状態を自己の犯罪の手段として利用したといえるため、共同正犯となる。 

（３）よって、強盗罪の共同正犯となる。 

３．強盗致死罪の共同正犯 

 強盗致死罪のような結果的加重犯について、判例によれば、基本犯を共同実行した以上、

基本犯には加重結果発生の高度の危険が内在していることから、基本犯と結果の間に因果

関係が認められれば、結果的加重犯の共同正犯が成立し、過失は不要である。 

 本件において、乙及び丙は強盗罪に当たる行為を共同して行っており、乙の行為からＶの

死亡の結果が生じた点については前述のように因果関係が認められるから、丙についても、

強盗致死罪の共同正犯となる。 

４．罪数 

 甲と同様に、住居侵入罪と強盗致死罪の牽連犯である。 

第３．甲の罪責 

１．住居侵入罪、強盗罪の共同正犯 

（１）丙と同様に、①共謀、②正犯意思、③共謀に基づく実行行為によって判断する。 

ア ①共謀 

 甲は、乙に対して、「Ｖの家に押し入って、…ナイフで脅して、その現金を奪ってこい」

と命じており、乙はこれに対して「わかりました」と言っているため、住居侵入及び強盗罪

についての共謀が認められる。他方で、丙との面識はないものの、共同正犯における凶暴に

は順次共謀も含まれる。乙と丙は前記のように共謀を行っているため甲と丙との間でも共

謀が認められる。 



イ ②正犯意思 

 甲は暴力団の幹部としての主従関係に基づいて、Ｖに対する強盗を立案して乙に実行を

指示したうえで、犯行に必要な資金を提供するなど重要な役割を果たしている。また、乙に

よる強盗の利益は暴力団の資金となり、ひいてはその幹部である甲にとっても利益となる

ものである。よって、甲には正犯意思がある。 

ウ ③共謀に基づく実行行為 

 前記共謀に基づいて、乙及び丙はＶに対する住居侵入及び強盗罪を実行しているため、共

謀に基づく実行行為であると認められる。 

エ よって、甲は乙及び丙と共同正犯となる。 

（２）もっとも、甲は乙に対して犯行の中止を命じているため、共犯関係からの離脱がみと

められないか。 

 前述の共同正犯の処罰根拠からすると、犯罪実現に至る物理的・心理的因果性を除去した

といえる場合には、共同正犯からの離脱が認められる。 

 本件において、心理的因果性については、甲は乙に対して「犯行を中止しろ」と言ってい

ることから、犯罪実現に至る心理的因果性を除去したといえる。他方で、物理的因果性につ

いては、甲は前述のように暴力団の幹部として組員である乙に対して強い影響力を有し、ま

た犯罪遂行のための資金を提供して凶器などを準備させていることからすると、物理的因

果性が除去されたといえるためには、自己の影響力を除去するための積極的な行為が必要

である。本件において、甲は乙に対して凶器を回収する、資金について返還させるなどの積

極的な作為を行っておらず、単に犯行の中止を命じたにすぎないから、物理的因果性を除去

したとは言えない。 

 よって、共犯関係からの離脱は認められない。 

（３）したがって、住居侵入罪及び強盗罪の共同正犯となる。 

２．強盗致死罪の共同正犯 

 前記の通り結果的加重犯の基本犯と結果との間に因果関係があり、結果に対する過失は

不要である以上、甲についても強盗致死罪の共同正犯が成立する。 

３．罪数 

 丙と同様、住居侵入罪と強盗致死罪の牽連犯である。 

第４．丁の罪責 

１．住居侵入罪 

 丁がＶ宅に侵入した行為について、住居侵入罪となる。 

２．窃盗罪（２３５条） 

 丁が「他人の財物」である本件キャッシュカードについて、Ｖ方の金庫の中からズボンの

ポケットに入れた行為は、Ｖの意思に反して本件キャッシュカードの占有を移転させる行

為であり「窃取」に当たる。よって、窃盗罪となる。 

３．強盗利得罪（２３６条２項） 



 丁がＶからキャッシュカードの暗証番号を聞き出した行為が強盗利得罪に当たるか。 

（１）「財産上…の利益」に暗証番号が当たるか。 

 暗証番号は単なる情報に過ぎないが、キャッシュカードと合わさって、普通預金口座の金

銭を自由に引き出せるようになる地位を得ることになるから、これが「財産上…の利益」に

当たる。 

（２）「前項の方法（強取）」に当たるか。 

 財物奪取に向けられた犯行抑圧程度の脅迫といえるかどうかは、社会通念に従って客観

的に判断される。本件では、Ｖが血を流して倒れており、Ｖが強い恐怖を感じていることは

明らかであるところ、このようなＶに対して、丁が睨みつけつつ「暗証番号を教えろ」と強

い口調で迫ることは一般的に見て犯行抑圧するに足りる害悪の告知といえ「脅迫」に当たる。 

（３）そして、Ｖは強い恐怖心を抱いてキャッシュカードの暗証番号を教えて、丁に前記財

産上の利益となる地位を得させているため「利益を得」たといえる。 

（４）よって、強盗利得罪となる。 

４．建造物侵入罪 

 ＡＴＭはＸ銀行Ｙ支店が管理する「建造物」であり、窃取したキャッシュカードおよび暗

証番号を使用する目的で立ち入ることはＸの意思に反する立ち入りといえ「侵入」に当たる。

よって、建造物侵入罪となる。 

５．窃盗罪 

 丁がＸ銀行の「財物」である現金１万円について、本件キャッシュカードおよび暗証番号

を利用して引き出した行為は、Ｘ銀行は丁が真の権利者ではないと判明していれば引き出

しを拒んだといえるため、Ｘ銀行の意思に反する財物の移転といえ、「窃取」に当たる。 

 よって、窃盗罪となる。 

６．罪数  

 Ｖに対する住居侵入罪と窃盗罪および強盗利得罪が牽連犯関係にあるため住居侵入罪を

かすがいとして全体として科刑上一罪、Ｘに対する建造物侵入罪と窃盗罪が牽連犯、Ｖに対

する罪とＸに対する罪は併合罪である。 

 



刑事系 第 1 問 

第 1 乙の罪責 

1．乙が開錠道具を使って V 方の玄関扉を開錠し、V 方に入った行為について住居侵入罪（刑

法（以下略）130 条）が成立するか。 

 まず、「侵入」とは、住居権者の意思に反する立ち入りをいうところ、乙は強盗目的で住居

権者たる V の推定的意思に反して V 方に立ち入っているため、「侵入」したといえる。 

 そして、この侵入につき「正当な理由」もないため、違法性は阻却されない。したがって、

乙には住居侵入罪が成立する。 

2．強盗罪（236 条 1 項）の成否 

（1）強盗罪における「暴行」「脅迫」とは、相手方の反抗を抑圧するに足りる不法な有形力の

行使または害悪の告知をいう。 

 本件では、乙はナイフを V につきつけ、金庫の場所とその開け方を教えろと言ったところ、

V がそれに応じなかったことから、V の顔面を数回蹴り、さらに V のふくらはぎをナイフで 1

回刺している。この行為は、被害者にとって自己の生命・身体に対する危険を感じさせるもの

であり、反抗を抑圧するに足りる不法な有形力の行使であるといえる。 

 したがって、「暴行」を行ったといえる。 

（2）そして、乙は V から金庫とその鍵の場所を V から聞き出すことにより、金庫内の現金 500

万円の交付を受けていることから、「財物」を得たといえる。 

 以上より、乙には強盗罪（236 条 1 項）が成立する。 

3．強盗致死罪（240 条前段）の成否 

 乙は前述の通り「強盗」にあたり、乙が顔面を殴ったことにより V を死亡させていることか

ら、強盗致死罪が成立する。 

第 2 丙の罪責 

1．丙は住居権者たる V の意思に反して V の住居に立ち入っていることから、住居侵入罪が成

立する。 

2（1）丙が乙と共同して V の 500 万円を奪った行為について、強盗罪（236 条）が成立するか。

丙は強盗罪における暴行・脅迫を行っておらず、財物奪取から関与しているため、強盗罪の承

継的共同正犯となるかが問題となる。 

（2）そもそも共同正犯（60 条）の処罰根拠は、相互利用補充関係に基づき互いに因果性を及

ぼして自己の犯罪を実現する点にある。そのため、承継的共同正犯が認められるためには、先

行行為を積極的に利用する意思の下、後行行為の実行に及ぶことが必要となる。 

（3）本件では、乙が V のふくらはぎをナイフで刺し、身動きが取れない状態にしており、丙

はその状況を認識し、簡単に現金を奪うことができると考えており、自己の分け前をもらうた

め、乙の先行行為を積極的に利用する意思の下、乙と共同して金庫内にあった現金 500 万円を

奪取している。したがって、丙は承継的共同正犯として乙と強盗罪の共同正犯となる。 

u854137d
タイプライタ
6



 よって、丙には強盗罪が成立する。 

3．強盗致死罪（240 条前段）の共同正犯の成否 

（1）V は乙に顔面を殴られたことにより死亡しているが、このような傷害結果は即成的に発生

するものであり、後行行為から関与した者はその結果に対して因果性を及ぼし得ず、積極的に

その結果を利用することができたわけでもないため、傷害結果につき承継的共同正犯は認めら

れない。 

（2）よって、丙には強盗致死罪（240 条前段）は成立しない。 

第 3 甲の罪責 

1．強盗罪（236 条 1 項）の共謀共同正犯の成否 

（1）甲は乙に対して V をナイフで脅して現金を奪ってこいと指示しているため、当該行為に

つき乙と強盗罪の共謀共同正犯が成立するか。 

 一部実行全部責任の原則（60 条）の根拠は、相互利用補充関係に基づき自己の犯罪を実現す

る点にあるため、実際に実行行為を行わない共謀者も共同正犯となりうる。そしてその要件は、

①共謀（意思連絡、正犯意思）、②共謀に基づく実行行為、③重要な寄与である。 

（3）本件では、甲は乙に対して V をナイフで脅してその現金を奪ってこいと指示しており、

乙も分け前が欲しいと思ってそれを了承していることから、意思連絡がみとめられる。さらに、

甲は組長からまとまった金員を工面するよう指示を受けていたため、自己の任務を遂行するた

め本件強盗を計画していることから、正犯意思も認められる。したがって、共謀が認められる

（①）。 

 次に、乙がこの共謀に基づき V に暴行・脅迫をし、500 万円を奪っていることから、共謀に

基づく実行行為が認められる（②）。 

 さらに、甲は V が自宅に数百万円の現金をいれた金庫を保有しているという情報を乙に伝え、

また現金 3 万円を渡しており、乙はこれを用いて V を脅すためのナイフ、開錠道具等を購入し

ていることから、甲は重要な役割を果たしたといえる（③）。 

 したがって、甲は乙と強盗罪の共謀共同正犯となりうる。 

（2）もっとも、甲は乙が V 方に侵入する前に、犯行を中止しろと指示しており、乙がこれに

対して「分かりました」と返答していることから、甲は共犯関係から離脱したといえないかが

問題となる。 

 共同正犯の処罰根拠は、相互利用補充関係に基づき互いに因果性を及ぼすことにあるから、

離脱が認められるためには、この因果性を切断することが必要である。 

 本件では、甲は某組において組長に次ぐ立場にある者であり、乙は甲の配下にあって甲の命

令には逆らえない状態にあった。そのため、甲は乙に対して強い因果性を及ぼしていたものと

いえる。また、甲は 3 万円を乙に交付することにより、乙は V を脅すためのナイフや開錠道具

等を購入して準備していたことから、物理的因果性も及ぼしている。 

 これらのことからすれば、甲は乙に及ぼした物理的・心理的因果性を積極的に断ち切る措置



をとらなければ、いまだ乙が強盗に及ぶ可能性が高い以上共犯からの離脱は認められない。そ

うであるにもかかわらず、甲は乙に対して電話で犯行を中止しろと指示したのみであり、ナイ

フ等の回収などそれ以上の措置をとっていないことから、因果性が切断されたとはいえない。 

 よって、甲は強盗罪の共謀共同正犯の罪責を負う。 

 以上より、甲には強盗罪の共謀共同正犯が成立する。 

2．強盗致死罪（240 条前段）の成否 

（1）強盗致死罪は強盗の結果的加重犯であり、強盗には致死の結果発生の高度の危険性が内包

されていることから、強盗につき共同正犯が成立する以上、致死の結果についても責任を負う。 

（2）よって、甲には強盗致死罪（240 条前段）が成立する。 

第 4 丁の罪責 

1．住居侵入罪の成否 

丁は住居権者たる V の意思に反して V 方に立ち入っていることから、住居侵入罪（130 条）が

成立する。 

2．キャッシュカードの窃盗罪の成否 

 丁は V 名義のキャッシュカードを自己のズボンのポケットに入れていることから、「他人」

V の占有する「財物」を V の意思に反して自己の支配下に移転させており、「窃取」している。 

 したがって、丁には窃盗罪が成立する。 

3．丁が V から暗証番号を聞き出した行為につき強盗罪（236 条 2 項）が成立するか。 

（1）強盗罪は暴行・脅迫を用いて財物奪取することを本質とするものであるから、財物奪取に

向けられた暴行・脅迫がなければ強盗罪は成立しない。もっとも、すでに被害者が反抗抑圧状

態にある場合、法益保護の観点から、被害者の反抗抑圧状態を維持継続するに足りる暴行・脅

迫があれば、財物奪取に向けられた暴行・脅迫があったものといえる。 

 本件では、V はすでに乙によって顔面を殴られ、ふくらはぎをナイフで刺されるなどしてお

り、反抗抑圧状態下にあったところ、この状態で暗証番号を教えろと強く迫られるとさらにひ

どい暴行を受けるのではないかと強い恐怖心を抱くものと考えられる。そのため、丁が V に対

して暗証番号を教えろと強い口調で言ったことは、被害者 V の反抗抑圧状態を維持継続させる

に足りるものであるといえる。 

 したがって、丁は相手方の反抗を抑圧するに足りる害悪の告知を行ったといえ、「脅迫」を

したといえる。 

（2）また、暗証番号とキャッシュカードがあれば、即座に現金を引き出すことができる地位を

取得したものといえるから、「財産上の利益」を得たといえる。 

 よって、丁には強盗罪（236 条 2 項）が成立する。 

4．丁は X 銀行の意思に反して現金 1 万円という財物を自己の支配下に置いているため、「窃

取」したといえ、窃盗罪（235 条）が成立する。 

以上 



刑法 

第 1 乙の罪責について 

1. V 方に立ち入った行為 

  乙は V 方という「人の住居」に立ち入っている。そして「侵入」とは住居権者の意思 

に反する立ち入りを指すが、乙は住居権者 V に了解を得ずに立ち入っているので「侵入 

」したといえる。 

  よって住居侵入罪(刑法 130 条前段、以下法名略)にあたる。 

2.  乙が V を刺したり蹴った後金員を持ち出した行為 

(1)  これは強盗罪(236 条 1 項)にあたらないか。 

ア  強盗罪が成立するには①暴行・脅迫②それによる財物の占有移転が必要である。 

イ (ア) ①暴行・脅迫について 

   暴行・脅迫は、相手の反抗を抑圧するものである必要がある。 

   乙の暴行は、まず顔面を蹴り、さらに右ふくらはぎをナイフで刺している。ふくら 

はぎは体の枢要部ではないものの、ナイフの刃体は 10 センチメートルもあり刺されると 

激しい痛みがある。 

  また、V は寝ている時に突然そのような暴行を受けているので恐怖はより大きい。 

   さらに、乙は「怪我をしたくなければ」といい、更なる暴行をほのめかして脅迫し 

ている。 

   以上より、反抗を抑圧する暴行、脅迫であるといえる。 

(イ) ②それによる財物の占有移転 

    暴行・脅迫は条文に「用いて」とあることから、暴行・脅迫により財物が移転した 

ことが必要である。 

    本件では、乙の暴行脅迫により畏怖した V が金庫と鍵のありかを伝え、そのため乙 

は金 500 万円という財物を得ている。よって、「用いて」といえる。 

(ウ) よって強盗罪が成立する。 

(2)  それでは、最終的に V が死んでいるところ、強盗罪にとどまらず強盗致死罪が(240 

条後段)成立するのではないか。 

ア  まず、強盗致死罪は、刑事学上、強盗の機会に死傷結果が多く生じることから定め 

られている。そのことから、致死結果は強盗の機会に行われたものを含む。 

    本件で V は乙から顔面を蹴られたため脳内出血で死んでいる。乙がけったのは強盗 

の最中であり、その機会に行っている。  

    したがって、この点に問題はない。 

イ  次に、致死結果は暴行、脅迫と因果関係があることが必要である。これは具体的に 

は条件関係を前提に、①行為の危険性②介在事情の異常性③介在事情の寄与度を考慮し 

、行為の危険が結果に実現したかどうかで判断する。  

    条件関係については、蹴らなければ脳にダメージはなく、出血したはずがない。し 
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たがって、認められる。 

    次に①については顔面を蹴るのは殴る等と比べ威力も強く危険がある。②③につい 

ては、特段の介在事情はない。以上より、危険が結果に実現したといいうる。 

    よって、因果関係がある。 

ウ  乙は強盗致死罪の責を負う。これは甲との共同正犯であり、致傷の範囲で丙と共同 

正犯である。 

3. 罪数 

   住居侵入と強盗致死罪は手段、目的の関係なので牽連犯(54 条)である。 

第 2 丙の罪責について 

1.  丙は乙を手伝って現金 500 万円を持ち出しているところ、強盗の承継的共同正犯か 

。 

(1)  まず、丙の行為は共同正犯(60 条)の要件にあたるか 

共同正犯は共同実行の意思と共同実行の事実がある場合認められる。 

    丙は以前一旦断っていたものの、新たに乙を手伝う気になり、自発的といえる。ま 

た分け前をもらおうとしているのでこの点でも正犯意思がある。以上より、共同実行の 

意思がある。 

    次に共同実行の事実については、丙が合流してからかばんに現金を入れる手伝いを 

したりしており共同実行の事実はある。 

(2)  もっとも、丙は最初 V に暴行脅迫していた時に参加しておらず、途中から参加して 

いる。このような承継的共同正犯は認められるか。 

ア  共同正犯は相互に因果性を及ぼす性質を持つがゆえに一部実行、全部責任の原則が 

成り立つが、行為者は過去に遡って因果性を及ぼすことはできない。そうすると承継的 

共同正犯は認められないかに思える。 

   もっとも暴行などでなく強盗のように先行者の行為結果の利用が観念できる類型の 

罪につき、先行者の行為の結果を積極的に利用する意思があれば成立する。 

イ  本件は強盗罪が問題となっており、丙は V の状況を見て、乙から暴行脅迫の様子も 

聞き、その上で現金を求めて乙に加担している。 

    そうすると、先行者の行為の結果を積極的に利用する意思がある。 

ウ   強盗の共同正犯が認められる。 

2. ただ、V は出血しているので、強盗罪にとどまらず、強盗致傷の範囲で共同正犯が認 

められる。丙は、乙が V のふくらはぎを刺して出血させたことも利用しているからであ 

る。 

第 3 甲の罪責について 

1. 甲は乙に指示しているところ、共謀共同正犯か教唆犯か。 

(1)  そもそも、共謀共同正犯は実行していないので 60 条からは成立しないかに思える 

が、実行犯でなくとも心理的に因果性を及ぼせるので認められる。 



   そしてその要件は A 意思連絡 B 自己の犯罪として行った事情（正犯意思、重要な役割 

C 一部の者の実行の 3 つである。 

(2)  A については 9 月 1 日に甲が乙に V 宅に押し入り現金をとるよう指示し乙は承諾して 

いるため充足する。 

    B については、甲から働きかけており主体的である上、3 割の分け前を乙に示し、残 

りを自分が得るという大部分を得る計画であったので正犯意思がある。また必要なもの 

を揃えるため準備資金を渡しているので重要な役割を果たしている。 

   C については乙が実行しており充足する。 

(3) よって、甲に強盗罪の共同正犯が認められる。 

2.  もっとも甲は中止を指示しているので中止未遂(43 条但し書き)にあたらないか？ 

(1)  この要件は任意性、中止行為、結果の不発生である。 

(2)  本件では乙は中止せず、結果が発生している。 

(3)  よって、中止未遂は認められない。 

3.  それでは共犯からの離脱は認められないか。 

(1)  共犯からの離脱については、前述のように共同正犯が相互に因果性を及ぼすとこ 

ろ、この因果性が取り除かれればその後の結果との因果関係が認められず、離脱者には 

きせきされないといえる。 

    そして、着手前の離脱が問題となる本件では心理的物理的因果性を除去していれば 

認められる。 

(2)   本件では甲の中止指示に対して乙は一応「分かりました」と応えている。そうす 

ると、心理的因果性は除去したといいうる。 

    もっとも、甲は 3 万円を渡してナイフなどを買わせているものの、これを回収して 

いない。実際これにより犯行が行われているので、この部分の物理的因果性が残ってい 

た。 

(3)   よって、甲の離脱は認められない。強盗罪の共同正犯が認められる。 

4.   ただ、実際には V は死んでおり強盗にとどまらず、強盗致死の結果までも帰責され 

ないか。  

    この点について、強盗致死のごとき結果的加重犯については基本犯に内在する危険 

が現実化したものといえる。そうすると、加重結果につき予見を要件とせず共同正犯が 

認められる。 

     甲は致死につき予見したか不明だが、強盗の共同正犯が認められる以上強盗致死 

につき共同正犯が認められる。 

第 4 丁の罪責について 

1.   丁は V 方に立ち入っているが「住居」に V の意思に反する「侵入」をしているので 

住居侵入罪の責を負う。 

2.  次に本件キャッシュカードをとっているので「財物」を V の意思に反して自己に占 



有移転、すなわち「窃取」しており窃盗罪の責を負う。 

3.   V に暗証番号を言わせた行為 

(1)  これは強盗利得罪にあたるかに思えるが、乙がもたらしたふくらはぎのケガとあ 

いまってＶは反抗抑圧されているところ暴行、脅迫を用いて、といえるか。 

    この点について、すでに暴行を受けた被害者に対し、状況から判断し反抗抑圧する 

に足る脅迫といえれば認められる。 

    本件では V はふくらはぎから出血しており、さらに見ず知らずの丁が自宅内に来る 

と恐怖心が強まる。 

   よって、認められる。 

(2)   次に強盗利得罪は利益の移転が曖昧なので、処罰範囲を限定する必要がある。そ 

こで確定的に利益を移転したといえる事情があってはじめて成立すると解する。 

    本件では、キャッシュカードを得た丁は暗証番号を知ることで ATM でいつでも現金 

をおろせる。よって確定的に利益を移転している。 

   強盗利得罪にあたる。 

以上 


